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認証産業との
連携の取り組みについて

２０２4年３月１４日
富士電機株式会社

エネルギー事業本部・インダストリー事業本部
事業統括部 グローバルビジネス戦略室

IEC 適合性評価評議会 日本代表委員
髙橋 弘

認証産業活用のありかた検討会 第３回資料
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富士電機のエネルギー・環境事業

エネルギー・環境技術の革新により、安全・安心で持続可能な社会の実現に貢献します
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認証分野で抱える要望（弊室の目線）

・日本語の文章、日本語でインタビューで認証取得ができないか？
・スケジュール調整変更が柔軟にできないか？
・弊社製品に合致した各国の規制情報が入らないか？
・規格の要件をわかりやすく解説してもらえないか？
・規格書に沿った教育ではなく、製品種別や、ライフサイクルや必要な場面を想
定した教育をできないか？
・規格に最低限でも適合する方法を教えてもらえないか？
・新規の規格あるいは、制定中の規格に対応することはできないか？
・複数の関連規格を効率よく認証できないか？
・的確に試験所(特に大型)の紹介をできないか？
・認証機関によるバラツキを最小減にできないか？

茶色：検討会議の対象と思われる
水色：細かいが議論されていない課題
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認証・試験における 我々の従来発想

１．第３者認証が必要な場合
⇒ 海外のメジャーな認証会社を利用

２．自己宣言 または、自己宣言＋第３者適合証明

⇒ 試験設備の社内保有 （インハウステストラボ）

それは、なぜか？

＊他に選択肢がない（知らない）

＊任せておけば安心という信頼感

反省点（あるいは、分かったこと）

> 海外認証会社が万能という訳ではない

> 認証会社都合の納期遅延が発生する

R5.3.31 
JISC基本政策部会資料
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富士電機におけるチャレンジ

・複数の関連規格を効率よく認証できないか？

・認証機関によるバラツキを最小減にできないか？
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起こってきた変化

 変化（１）： IEC CB（Certification Body）スキームの登場 （1985年～）

⇒ 主に、家庭用機器、オフィス機器、エンターテイメント機器が
対象で発展した

 変化（２）： DX、GX などを背景に、コネクティッドの重要性が増大

⇒ セキュリティ、セーフティ、エネルギー効率などの基盤技術が
IEC CBの対象として広がっている

・ JQA（一般財団法人 日本品質保証機構）殿と協力
・ 最初のターゲット： 制御システムセキュリティ

富士電機の対応： CBスキームの利用活性化

特に基盤技術は日本の認証会社との連携を強化

R5.3.31 
JISC基本政策部会資料
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IEC/CBスキーム利用ｘ日本の認証会社利用 メリット

出典：2016年 JICA研修（富士ゼロックス 平田様資料）をベースに作成

各国の規格取得を効率的にする「CBスキーム」
CBスキーム認定を受ければ、CB証明書と試験
データ提出で各国の規格認定が取得できる。

CBスキームは、それ自体でメリットがあるが、

日本の認証会社を活用することで、

より早く、日本国内で、

ＩＥＣ認証が取得できるメリットがある

・ 加盟各国でのテストが不要

・ IEC認証による信頼性

WTO/TBT協定を満足するメカニズム

国毎に試験と認証が必要

出典：2016年 JICA研修（富士ゼロックス 平田様資料）をベースに作成

R5.3.31 
JISC基本政策部会資料
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CBスキームの対象機器 現在２３種

8
出典： IECEE 幹事 Wolfram氏より提供 ２０２３年３月２３日

エネルギー効率機能安全など

サイバーセキュリティ

電磁両立性

太陽光

R5.3.31 
JISC基本政策部会資料
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インハウステストラボ（例） 吹上工場『TECHNO LAB』

TECHNO LABは国際的に認められる「CBスキーム」の認証試験が実施できる

UL規格に関しては社内試験結果を提出することで認証を取得できる試験所である

TECHNO LABは国際的に認められる「CBスキーム」の認証試験が実施できる

UL規格に関しては社内試験結果を提出することで認証を取得できる試験所である

CBスキームの認証 UL規格の認証

通常立会官を招き立会試験が必要であるが、
試験能力を認めてもらっているので立会不要。

CTDPを活用し自社での試験結果を提出すれば
認証取得できる。

（CTDP：Client Test Data Program）

通常CBスキーム認証を取得するためには
試験を第三者認証機関又はCB試験所に
実施してもらう必要があるが、
試験所としての認定を受けているので
自社で試験実施可能。
(但し立会官による立会試験は必要)
（CTF：Customer Testing Facilities）

R5.3.31 
JISC基本政策部会資料
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富士電機が期待しているところ

 日本の認証会社による CBスキーム展開の加速を期待したい。

 今後は 関連する複数規格対応による システム対応を期待したい。

 共通で使える大型設備（FREA、NITE）などの拡充をして欲しい。
10

R5.3.31 
JISC基本政策部会資料



© Fuji Electric Co., Ltd. All rights reserved. 11

海外認証会社の特殊？活用例

新しい規格の認証開発だけでなく、

１．技術アドバイスと認証の両方の依頼

・系列、別会社での対応

（買収を続けているのでコンサル会社も保有？）

２．認証２機関と契約、コンサルと、認証を分ける
（適合性評価の要求レべルが高い場合）

３．試験所の探索支援

（大型の試験設備がなかなか国内にない）



© Fuji Electric Co., Ltd. All rights reserved. 12

今後の弊社方向性

１．SX,GXでの基盤構築は、国内認証機関と進めたい

例：セキュリティ等の基盤技術では 日本の認証会社と連携

（IEC CBスキームを活用）

＝＞GXはコネクティッドな世界のため、セキュリティは必須基盤

２．SX,GXに関連する新規な規格制定における、

認証の同時立ち上げへの協力をしてほしい。

＝＞これは、既に、議論の中に入っていますが・・・

例として、日本電機工業会様で進める、環境価値可視化（GX関
連）を新規パイロット案として紹介します。この中では、国際規格
提案や、認証の検討もあわせて実施しております。



© ⼀般社団法⼈ ⽇本電機⼯業会

JEMA 環境価値可視化・活用検討委員会の活動概況

2024年3月11日
一般社団法人 日本電機工業会

環境価値・可視化活用検討委員会

委員長 髙橋 弘（富士電機株式会社）

P-13

パイロットご提案
R6.3.11 
日本電機工業会
第１６回基準認証懇談会資料
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環境価値・可視化活用検討委員会の活動内容

活動目的：
製品・サービス単位でCO2排出削減量を可視化、そのグリーン価値で会員企業の製品・サービスの価
値を高め、 事業拡大のインセンティブにつながる基盤整備を目指して活動

活動内容：
製品稼働時のIoT機器活用による「実測」・「稼働最適化」によるCO2排出削減の価値化に着眼、
パワードライブシステムを題材にユースケースを策定、社会実装に必要な協調領域を検討

計測

データ加工・送信

認証

CO2排出削減価値活用
（ビジネスでの活用）

JEMA内
関連委員会等

経産省GXリーグ

実測条件等のルールづくり・標準化

Green x Digital 
コンソーシアム
(JEITA事務局)

製品・サービスの脱炭素化関連の認証

政策、制度設計(=ルール形成)

サプライチェーンのデータ流通
各社プラットフォームの相互接続性確保

IEC CAB
パワード・バイ・アー
ルイー認定委員会

環境価値可視化・活用検討(委)の活動
・「計測」レイヤーと中心に、電機業界とし
て、取組むべき協調領域での課題対策
について検討

＜関連団体(例)>

連
携

＜委員会活動における連携＞

R6.3.11 
日本電機工業会
第１６回基準認証懇談会資料
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CO2排出削減における着眼点

CO2排出削減
＝「①ハード性能由来のCO2排出削減」+「②稼働モニタリングを通じた稼働最適化によるCO2排出削減」

＜稼働モニタリングのメリット＞
・ハード性能由来以外の更なるCO2排出削減が可能（上記）
・CO2排出削減の実測値を可視化できる
（推定値ではなく実績値で訴求、CO2排出削減状況をリアルタイムにダイナミックに可視化）

・CO2排出削減だけなく、稼働状態のモニタリングでメンテナンスサービス等の付加価値創出の可能性

製
品

稼
働

時
の

排
出

量
（

to
n-

CO
2e

q）

従来製品 新型製品

① ハード性能由来の排出削減

② 稼働最適化による排出削減
(ソフト・制御による排出削減)

製品の稼働時間

新型製品へ切り替え

■ 排出削減(①＋②)を実測

評価期間
※ 製品に①②の両方の機能を有するケースも有

着眼

R6.3.11 
日本電機工業会
第１６回基準認証懇談会資料
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CO2排出削減実績の価値化のユースケース

図 パワードライブシステムに関する環境価値活用ユースケース（ユーザが生産する製品のカーボンフットプリント値の削減)

■CO2排出削減実績の価値化
・従来から「省エネ」による「電気代削減」が機器ユーザに提供される価値の一つとなっている

→今回、稼働モニタリングで可視化する「CO2排出削減実績」をカーボンニュートラル実現のための新たな価値として捉え、
「CO2排出削減実績量」の算定方法等の標準化を通じて、異なる会員企業でも同じルールに則って、「グリーン商材」に
よるCO2排出削減価値を顧客へ訴求できる環境を整備

■ユースケースで目論む、機器メーカ・ユーザにとってのメリット
・稼働モニタリグ・最適運転制御で、メンテンナンスによ付加価値提供と共に、更なるCO2排出削減・電気代削減

実現 【ユーザ】 (→ユーザが生産する製品のカーボンフットプリント値改善を反映し、自社製品訴求）

・パワードライブシステムの提供、および稼働中のモニタリグ・最適運転制御を通じたCO2排出削減貢献【機器メーカ】

・廃棄段階まで機器メーカがサポート → 効果的なリユース、リサイクル実現 【ユーザ・機器メーカ】
（特に、モータはネオジウム等のクリティカルミネラルを含むため、経済安全保障の観点からも有効）

R6.3.11 
日本電機工業会
第１６回基準認証懇談会資料
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CO2排出削減の価値化の実証のイメージ

・ʻ24年度に、CO2排出削減価値化を実証予定、技術課題・事業化課題を抽出し課題解決策を明確化
・あわせて、協調領域(例︓CO2排出削減の算定⽅法)の標準化・ルール化の準備を進める

認証 (仮)CO2排出削減量に関する
認証システム

クラウド クラウド クラウド

PDS PDS
・・・

PDS
・・・

PDS
・・・

J－クレジット ⾦融機関

協調領域 認証に必要なCO2排出削減に関するデータ項⽬/インターフェース

J-クレジット化 サステナブルファイナンス
適⽤判断

顧客(企業)

CO2削減量の
カーボンフットプリント

への反映

顧客(企業)

企業ベースの削減貢献量の
エビデンスとして活⽤

ユーザ ユーザ ユーザ ユーザ
計測

データ加⼯・送信

CO2削減価値活⽤
(ビジネスでの活⽤)

協調領域 稼働時の実計測に関する留意事項（例︓計測⽅法、誤差）

協調領域 環境価値活⽤に必要なCO2排出削減に関するデータ項⽬/インターフェース

機器メーカA 機器メーカC機器メーカB

協調領域 CO2排出削減量の算定ルール（例︓ベースライン設定）

CO2排出
削減量の算定

稼働データ

PDS︓パワードライブシステム（モータ・インバータ・IoT機器等）

CO2排出削減に関するデータ

認証済みのCO2排出削減のデータ

JEMA
会員企業が実施

(一社)パワードバイア
ールイー認定委員会で
実施(※)

実施方法：検討中

※(一社)パワードバイアールイー認定委員会で実施
https://www.powered-by-re.com/

R6.3.11 
日本電機工業会
第１６回基準認証懇談会資料
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